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第 2章 鈴鹿市の概況 

 ４ 

 

第２章 鈴鹿市の概況 

 

災害を未然に防止するためには，本市の特質を把握することが必要である。災害に関わ

る特質として考えられる，地形・地質等の自然条件と人口などの社会的条件について述べ

る。 

 

第１節 自然条件 

 

第１項 地勢 

鈴鹿市は，三重県の北部に位置し，東は伊勢湾に面し，西は鈴鹿山脈で滋賀県に接す

るほか亀山市と接し，北は四日市市に，また，南は津市の３市に接している。 

地形は，市の西部を南北に海抜３００ｍから９００ｍの鈴鹿山脈が走り，その山ろく

から鈴鹿川左岸に至る地域は，海抜３０ｍから３００ｍの内部川開析扇状地が広がって

いる。 

鈴鹿川右岸から海岸にかけては海抜０ｍから１０ｍの鈴鹿川流域の沖積平野と海岸線

の後退によって生じた，海岸平野が形成されている。 

市の中南部は，洪積層である稲生丘陵，道泊台地，神戸台地及び郡山台地が海抜１０ｍか

ら８０ｍで分布し，その間を中ノ川が沖積平野を形成している。 

市の概形は，東西２２．６㎞，南北２１．９㎞の扇形に近い形で，面積１９４．４６㎢を

有している。 

 

第２項 気候 

鈴鹿市は，伊勢平野の中心より，やや北寄りに位置し，年平均気温は１６．０℃，年

間降雨量約１，６０７㎜（津観測所，昭和５６年～平成３０年平均）年平均気温は１６．

３℃，年間降雨量約１，６１３㎜（津地方気象台，平年値：1991 年～2020 年平均）とい

う恵まれた気候である。しかし，冬は養老山地と伊吹山の間を抜けてくる強風（俗に「鈴

鹿おろし」という。）のために寒く，市の北西部では比較的降雪量も多く，まれには海岸

部まで積雪が見られることがある。 

年間を通しての風向きは，亀山市寄りの西部地域では西風が，平野部では北西風が多

い。 

台風も年に２回から４回は接近，又は上陸するが，台風の東海地方への接近数の平年

値は年間で 3.5 個であるが，最も注意をはらわなければならないのが台風進路の右側と

なる紀伊半島上陸コースである。 

 

 

意見Ｎｏ.２，３の修正を反映 
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本部〔◎部長，班長 ○副部長，副班長〕 

部 班 所掌事務 班員 

 危機管理班 

◎防災危機管理

課長 

 

１ 災害対策本部の運営 

２ 避難情報の発信 

３ 関係機関等との連絡調整 

４ 防災行政無線局の管理運営 

５ 気象予警報等の収受 

６ 災害記録 

 

 

防災危機管理課員 

総務管理部 

◎総務部長 

○政策経営部長 

○議会事務局長 

○選挙管理委員

会事務局長 

○監査委員事務

局長 

総務班 

◎情報政策課長 

○交通防犯課長 

○総合政策課長 

○秘書課長 

◎総務課長 

○男女共同参画 

課長 

○市民対話課長 

○議事課長 

○監査委員事務 

 局次長 

 

１ 被害状況の収集及び報告 

２ 災害情報発信 

３ 各種事務処理 

４ 各課所管の災害対策業務 

５ ワンストップ窓口の設置 

 

 

 

情報政策課員 

交通防犯課員（交通

安全・防犯Ｇの職

員） 

総合政策課員 

秘書課員 

総務課員 

男女共同参画課員 

市民対話課員 

戸籍住民課（管理・

個人番号Ｇの職員） 

議事課員 

選挙管理委員会事

務局員 

監査委員事務局員 

支部 

別表参照 

 

別表参照 

 

別表参照 

 

意見Ｎｏ.４の修正を反映 
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建築対策部 

◎都市整備部長 

○都市整備部参

事（課長を兼務す

る者を除く） 

営繕班 

◎住宅政策課長 

〇公共施設政策

課長 

○建築指導課長 

○都市計画課長 

 

 

 

１ 建設班の協力 

２ 各課所管の災害対策業務 

３ 市有建築物の応急対策 

４ 応急危険度判定業務 

５ 応急仮設住宅等の供与 

６ 被災住宅建築物の支援 

 

住宅政策課員 

公共施設政策課員 

建築指導課員 

都市計画課員 

 

 

上下水道対策部 

◎上下水道事業管

理者 

○上下水道局次長 

給水班 

◎上下水道総務

課長 

○経理課長 

○営業課長 

 

１ 飲料水及び生活用水の供給 

２ 下水道工務班の協力 

 

上下水道総務課員 

経理課員 

営業課員（普及推進

Ｇ，料金Ｇの職員） 

 水道工務班 

◎水道工務課長 

○水道施設課長 

 

１ 水道施設に関すること 

 

水道工務課員 

水道施設課員 

営業課員（給排水Ｇ

の職員） 

下水道工務班 

◎下水道工務課 

 長 

 

１ 下水道施設に関すること 

２ 集落排水施設に関すること 

３ 建設班の協力 

 

下水道工務課員 

 

消防対策部 

◎消防長 

○消防本部次長 

消防統制班 

◎消防課長 

○消防総務課長 

○予防課長 

○情報指令課長 

 

１ 災害情報に関すること 

２ 関係機関との連絡調整 

 

消防課員 

消防総務課員 

予防課員 

情報指令課員 

消防活動班 

◎中央消防署長 

○中央消防署統

括指揮監 

○中央消防署副 

署長 

○南消防署長 

 

 

１ 災害防除活動 

 

 

中央消防署員 

〃北分署員 

〃西分署員 

〃東分署員 

〃鈴峰分署員 

南消防署員 

※支部派遣職員は，各班員には含まない。 

意見Ｎｏ.５の修正を反映 
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ウ 車両施設等の被害状況調査及び災害復旧に関すること 

（６）自動車運送関係企業 

災害応急活動のため，市長の車両借り上げ要請に対する即応態勢の整備及び配車 

（７）報道機関 

ア 市民に対する防災知識の普及及び各種予警報等の報道に関する対策並びに方法

に関すること 

イ 市民に対する情報等の報道に関すること 

ウ 義援金品の募集，配分等の協力に関すること 

（８）ガス事業者（三重県鈴鹿ＬＰガス協議会及び東邦ガス株式会社鈴鹿サービスセン

ター東邦ガス株式会社北勢導管課） 

ア 供給設備の安全性の強化 

７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

（１）平素から災害予防のための整備を図ること 

（２）災害時の応急対策を講ずること 

（３）市，県，その他防災関係機関の防災活動に協力すること 

 

意見Ｎｏ.７の修正を反映 
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第３節 地盤災害防止計画 

 

第１項 計画の主旨 

土石流，地すべり，がけ崩れ，地割れ，擁壁の倒壊等の災害が発生しないよう，住民

への周知，適正な土地利用及び予防措置の指導，防災体制の整備等の対策を講じる。 

 

第２項 市が実施する対策 

１ 現状 

市域には，県が調査した土石流危険渓流２７箇所，急傾斜地崩壊（がけ崩れ）危険箇

所１８９箇所（砂防指定箇所４０箇所），地すべり危険箇所２箇所（地すべり指定箇所

１箇所），山腹崩壊危険地区６箇所，崩壊土砂流出危険地区１４箇所，三重県が平成２

５年度から令和元 ２年度にかけて指定した土砂災害警戒区域２３８箇所がある。 

土砂災害危険箇所については，県により緊急施工の必要にある箇所から砂防工事等

が実施され，危険区域内における有害行為の制限，防災措置の指導・勧告等がなされ

ている。 

また，これら危険箇所における警戒避難体制の確立等総合的な土砂災害対策が推進

されている。 

資料編２ 防災上注意すべき自然的社会的条件 

２ 土砂災害の防止（危機管理部，産業振興部，土木部） 

（１）急傾斜地崩壊等による災害予防のため，関係住民に対して，土砂災害危険箇所や

土砂災害警戒区域等の周知徹底を図る。また，がけ崩れ等を誘発するような危険行

為を行わないよう指導するとともに，関係者自らがけ地等を観察して現状を把握す

るよう奨励する。 

（２）必要に応じパトロール等を実施して，土石流危険渓流，急傾斜地崩壊危険箇所，

地すべり危険箇所，山地災害危険地区等について実態の把握に努め，早期の自主避

難などにより被害の未然防止を図る。 

（３）土砂災害防止法による土砂災害警戒区域に指定された区域については，区域毎に

警戒避難体制を整備する。 

（４）警戒避難体制の整備に当たっては，災害情報の収集と伝達の円滑化を推進するた

め土砂災害情報相互通報 提供システムを活用する。 

〔警戒避難体制の内容〕 

ア 避難所の設置 

イ 避難指示等の発令時期決定方法 

ウ 気象情報及び異常現象並びに避難指示等の連絡方法 

エ 避難誘導責任者 

意見Ｎｏ.８，９の修正を反映 
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第９節 備蓄資材・機材等の整備計画 

 

第１項 計画の主旨 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失，流通機能の一時的な停止や低下等が起

こった場合には，被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要である。 

  このため，発災直後から被災者に対して円滑に食料及び生活物資の供給が行われるよ 

 う，物資の備蓄並びに調達体制の整備を図る。 

 

第２項 市が実施する対策  

１ 備蓄資材・機材等の点検整備（各担当部） 

  それぞれの資機材等は，下記の点検責任者が平常時から点検整備を行い，不足する 

 ものについては，これを迅速に補充等，整備する。 

対象となる資材・機材の種類 点検責任者 

飲料水の応急給水に必要な機械器具 

医療（助産）・救護に必要な器具 

防疫に必要な薬品器具 

水害又は火災に必要な資材器具 

災害対策本部及び支部等の自家用発電機 

上 下 水 道 総 務 課 

健 康 づ く り 課 

環 境 政 策 課 

消 防 課 

管 財 課 ・ 地 域 協 働 課 

   各機関の点検責任者は，それぞれ点検計画を作成し，実施する。 

   点検，整備は次の事項に留意し実施する。 

 （１）資機材等 

数量の確認，不良品の取替え，薬剤等の効果測定など 

 （２）機械類 

不良箇所の有無及び故障の整備，不良部品の取替え，機能試験の実施など 

２ 非常食料，生活物資の備蓄（危機管理部，上下水道局） 

   市は，新型コロナウイルス感染症等 感染症（新型コロナウイルス感染症等）の感

染状況を踏まえつつ，災害時に必要とされる食料，飲料水，生活必需品及び関連資機

材の備蓄物資数量目標を設定し，企業等の協力を得ながら，あらかじめ調達体制を構

築しておく。 

 なお，物資や資機材の管理は，「物資調達・輸送調整等支援システム」等を活用し

て行う。 

（１）非常食料の備蓄 

    災害時の非常食料については，市庁舎防災備蓄倉庫等に備蓄するとともに，災害

時に基幹的な収容避難所となる小・中学校，公民館，武道館等についても，分散備

蓄を行う。 

意見Ｎｏ.１０の修正を反映 
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（５）災害時要援護者は，災害時に救援活動が迅速かつ円滑に行われるように，近隣住

民等地域支援者及び支援団体等へ必要な情報を提供し，市へ災害時要援護者台帳登

録を行う。 

（６）災害時要援護者やその家族は，自分の住んでいる地域の避難場所や収容避難所等

の位置を確認し，避難経路をあらかじめ把握する。 

（７）災害は，家族全員が揃っているときに起こるとは限らないため，災害時要援護者

については，あらかじめ，家族間でそれぞれの避難場所や連絡方法，集合場所を決

めておく。 

（８）平常時から，各自で最低３日分の食料品と水を用意する。 

（９）各自でマスクや消毒液等，感染症予防対策 用品を用意する。 

２ 災害発生時の対応 

（１）地域において，高齢者，障がい者等の災害時要援護者がいることを理解し，状況

に応じて声をかけて，一緒に避難する。 

（２）避難場所等における災害時要援護者への対応については，地域支援者や地域担当

スタッフを決めて必要な支援に取り組むことに努める。 

（３）収容避難所において，段差の少ない場所やトイレに近い場所に，高齢者や障がい

者を配置したり，集団で過ごすことが苦手な人や妊産婦等のためのスペースを確保

するなど災害時要援護者の特性に応じた対応を行う。 

（４）内臓機能，聴覚，音声・言語機能に疾患のある人など外見からは障がいのあるこ

とがわからない場合があるため，その対応に留意する。 

（５）視覚障害者や聴覚障害者への配慮として，情報提供時に，読んで知らせる，放送

で知らせる，掲示して知らせるなどを心がける。 

（６）食料や生活物資の配布において，災害時要援護者に配慮して配布する。また，避

難していない災害時要援護者がいるときは，自宅に取り残されていないか等協力し

て安否の確認を行う。 

意見Ｎｏ.１１の修正を反映 
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第２１節 突発的災害への対策計画 

 

第１項 計画の主旨 

局地的大雨・竜巻・雪害等突発的災害に対処できるよう，関係機関の体制整備を目指

す。 

 

第２項 市が実施する対策（危機管理部，土木部，都市整備部，産業振興部，上下水道局） 

１ 局地的大雨対策 

（１）河川，下水道（雨水）及び道路の適切な維持管理 

市管理の都市地域河川の有堤区間について，背後地の利用状況を考慮した適切な河

川改修・維持管理を実施し，堤防の安全性の向上を図る。 

市管理下水道（雨水）施設について，市街地における雨水排除を図るため，ポンプ

場，下水管渠の新設又は改修を行い，予想される浸水被害の軽減を図る。 

市管理道路について，浸水時の転落防止のための側溝蓋や転落防止柵等の設置，道

路占用者に対するマンホール蓋浮上・飛散防止対策の指導，アンダーパス等浸水時危

険箇所の通行止実施体制の整備，大雨時危険区間の雨量規制設定及び通行規制体制整

備等による安全確保対策を講じる。 

（２）情報収集・伝達体制の整備 

  局地的大雨の発生状況や危険箇所等の把握をするためには，通常の気象情報の収集

に加え，気象庁が提供する「降水短時間予報」や「高解像度降水ナウキャスト」や， 

  局地的大雨の発生状況や危険箇所等の把握をするためには，通常の気象情報の収集

に加え，気象庁が提供するキキクル（危険度分布）の活用と共に，「降水短時間予報」

や「高解像度降水ナウキャスト」，ケーブルテレビ事業者や国等が設置するライブカメ

ラ等による状況確認が重要であり，また，レーダー観測技術の向上等により提供され

る情報の内容や精度も日々進歩していることから，平常時から局地的大雨対策に活用

できる気象情報の種類や利用方法等についての研究を行い，災害対策に活用するとと

もに，市民・事業者等への情報提供を検討する。 

（３）洪水ハザードマップの作成・活用 

国・県が作成する浸水想定区域図等を活用して洪水ハザードマップなどを作成し，

市民・事業者等への情報提供を行うとともに，洪水からの避難・誘導訓練等への活用

を図る。 

（４）土砂災害ハザードマップの作成・活用 

県が指定する土砂災害警戒区域等を基に土砂災害ハザードマップなどを作成し，市

民・事業者等への情報提供を行うとともに，土砂災害に関する防災訓練等への活用を

図る。 

意見Ｎｏ.１５の修正を反映 
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資料編１６－５ 防災に関する協定一覧（緊急消防援助隊の集結場所として株式会社モビ

リティランド鈴鹿サーキット敷地及び施設の借用にかかる覚書） 

４ 災害時における救急業務対策 

災害時における救急業務は，消防機関，市の医療機関，運輸業者等の協力を求めて

実施し，市のみではこれら救急業務が不可能な場合には，隣接市町村に対し応援を要

請する。 

なお，あらかじめ応援協定等を結んでおく。 

資料編１６－５ 防災に関する協定一覧（消防本部とジャパンレンタカー㈱と貸渡自動車

に基づく覚書，アドベンチャーボート借用にかかる覚書） 

５ 火災気象通報の取扱 

消防法第２２条第１項の規定により津地方気象台から伝達される火災気象通報の発

表基準及びその取扱は，次による。 

（１）火災気象通報 

    津地方気象台長から通報される火災気象通報は，概ね次の基準による。 

   （降雨・降雪中は通報しないこともある。） 

ア 実効湿度６０%以下で，最小湿度３０%以下となる見込みのとき。 

イ 最大風速が１３ｍ/s 以上となる見込みのとき。 

ウ 実効湿度６０%以下で，最小湿度４０%以下・最大風速が１０ｍ/s 以上となる見

込みのとき。 

（１）火災気象通報  

津地方気象台長から通報される火災気象通報は，概ね次の基準等による。 

・「乾燥注意報」及び「強風注意報」の発表基準と同一とする。 

・通報における区域は，概ね市町村を単位とした「二次細分区域」として明記す

る。 

・気象台等は，５時に発表する天気予報に基づき、向こう 24 時間先までの 

気象状況の概要を気象概況として，毎日朝（５時頃を想定）に三重県に通報する。 

三重県は、通報を受けた内容を市町等へ通報する。 

（２）火災警報の発表 

市長は，火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると

認めたときは，火災警報を発することができ，警報を発したときは火災予防上必要

な措置をとる。 

 

【林野火災空中消火対策計画】 

第１項 計画の主旨 

市の森林面積は３，５８６ha となっており，ひとたび火災が発生すると地理的条件等に 

意見Ｎｏ.１６の修正を反映 




